
別表第１ 消防水利協議書類一覧表 

                 提出書類 

消防水利の種別  
協議書類 添付書類 

義
務
設
置 

公設 

防火水槽 
開発事業協議依頼書 

様式第１号※１ 

（施行規則様式第８号） 

及び 

公共公益施設等 

管理者等協議（通知）書 

様式第２号  

－ 

消火栓 

私設 

防火水槽 誓約書 

様式第４号 消火栓 

指定消防水利 

（プール・貯水槽・井戸等） 

消防用水利指定承諾書 

様式第６号 

任
意
設
置 

公設 

防火水槽 

（用地付きの場合のみ） 

消防水利の設置について 

様式第３号 

－ 

消火栓 

私設 

防火水槽 誓約書 

様式第４号の２ 消火栓 

指定消防水利 

（プール・貯水槽・井戸等） 
     － 

※１ 協議の相手方は、公設防火水槽については神戸市長、そのほかについては神戸市消防長とする。 

その他添付書類 

（１）委任状（審査申出時等に協議について委任されている場合は写し） 

（２）開発事業審査申出書等の回答書（写） 

（３）開発計画書又は事業計画書等 

（４）住民説明報告書（写）（電子申請した場合は不要） 

（５）位置図 

（６）現況図 

（７）造成計画図 

（８）土地利用計画図 

（９）消防水利配置図（水利位置、水利包括範囲） 

（10）消防水利構造図等 

（二次製品認定証、平面、断面、採水口設備、吸管投入孔、配管、標識、用地の状況等） 

（11）消火栓配管図（消火栓口径等） 

（12）水道事業者との議事録 

（13）その他、提出を指示されたもの 

協議書類は紙ファイル等に綴じ、正本１部・副本２部の合計３部を提出すること。協議成立後、副

本１部を開発事業者へ返却する 

 



別表第２ 消防活動空地等協議書類一覧表 

提出書類 

区分  
協議書類 添付書類 

消防活動空地等を 

確保できるとき 

開発事業協議依頼書 

様式第１号※１ 

及び 

公共公益施設等 

管理者等協議（通知）書 

様式第２号 

 

誓約書 

様式第５号※２ 

消防活動空地等を 

一部確保できるとき 
 

誓約書 

様式第５号 
消防活動空地等を 

確保できないとき 

※１ 協議の相手方は神戸市消防長とする。 

※２ 公道を活動空地とする場合は不要。 

 

その他添付書類 

（１）委任状（審査申出時等に協議について委任されている場合は写し） 

（２）開発事業審査申出書等の回答書（写） 

（３）開発計画書又は事業計画書等 

（４）住民説明報告書（写）（電子申請した場合は不要） 

（５）位置図 

（６）現況図 

（７）造成計画図 

（８）土地利用計画図 

（９）消防はしご車等進入路図（車両軌跡、道路幅員、勾配、耐圧範囲、標識、活動空地等） 

（10）消防はしご車架梯断面図 

（11）建物平面図（各階）及び断面図 

（12）設置する消防用設備の一覧（協議書の提出時に設置する設備が確定していない場合は不要） 

（13）その他、提出を指示されたもの 

協議書類は紙ファイル等に綴じ、正本１部・副本２部の合計３部を提出すること。協議成立後、副

本１部を開発事業者へ返却する。 

 

 

 

 



別表第３ 協議及び手続きの流れ 

協議の流れ 

都 市 局 等 開 発 申 請 者 消 防 局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同意･協議成立 

消防活動 

空地等 

事前審査会出席 

回答書作成 

新設消防水利 

各管理者との協議･同意成立 

開発行為許可申請書 

公設 

防火水槽 

私設防火水槽

又は消火栓等 

協議書等の正本を

保管 

条件なし 

no 
yes 

情報共有 

 

開発事業審査申出書等 

（各管理者へ提出） 

条件あり 

A 

査察課設備指導係 

開発計画 

・全体計画に関する一

部変更及び計画の取下

げ等は開発申請者が都

市局等に申請する。 

 

案内通知作成 

 

開発事業審査申出書等 

整備基準による審査 

 

 

※代替措置を適用

する場合関係課へ

情報共有 

協議書等の副本を送付 

 

各管理者との個別協議 

開発工事開始 

所轄消防署 

水利担当 

所轄消防署 

査察担当 

受付 同意書 

受付 協議書 

受付番号交付 

事前審査会 

開催の必要性 

 

受付･審査 

市長決裁・許可 

書 類 審 査 ･ 決 裁 

市長公印 

既設消防水利

廃止･変更 

協議･同意 

消防長公印 

 

受付 



都 市 局 等 開 発 申 請 者 消 防 局 

 

 

  

  

建築確認申請など

の手続き 

工事完了 

工事途中 

 

A 

工事完了届 

中間検査実施 検査依頼 

再検査 

開発工事 

完了検査報告書 

検査済証交付 

公共用地移転手続

完了公告 

完成検査実施 

所有権移転登記依頼

管理台帳作成 

関係資料の 

保管 

行財政局資産活用課 

(登記事務) 

不合格 

合格 

・地中ばり防火水槽及

び現場打ち防火水槽以

外の防火水槽にあって

は、工事記録写真の提出

をもって中間検査に代

えることができる。 

所轄消防署へ 

移管通知・資料送付 

 

公共用地等移転登記

に必要な資料提出 

完了検査依頼 検査依頼 

受付 



別表第４ 防火水槽中間検査実施項目 

時期 内容 検査実施者 

掘削完了時 

１ 掘削の深さ及び面積の確認 

２ 底部の土質の状況 

３ 矢板工事の状況 

４ 人身危険防止措置の状況 

警防課長 

床板配筋完了時 
１ 鉄筋径、本数及び配筋の間隔 

２ 鉄筋、結束線の緊結状況 

その他 

１ 水槽の構造、寸法等の確認 

２ マンホール、集水ピットの位置、深

さ及び口径の確認 

３ 採水口設備を設置する場合は、採水

口、導水管、通気管の位置及び口径の

確認 

４ 地中ばりを区画して水槽を設置する

場合は、人通口、通水口、通気口の位

置及び口径の確認 

５ 周辺の状況を見て必要のある事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第５ 消防水利完成検査実施項目 

種別 区分 内容 検査実施者 

消火栓 
消火栓 

本体 

１ 位置は計画どおりか。 

２ 蓋、枠及び消火栓本体は規格どおりか。 

３ ハッカー、スピンドルに変形、開閉困難及び

歪み等はないか。 

４ 吸管の結合、離脱作業は円滑に行えるか。 

５ 止水弁の全開放を確認する。 

６ 吐水量（水圧）の検査は、開閉バルブを全開

にして計測する。 

消防署長 

防火水槽 

防火水槽 

本体 

１ 蓋、枠は規格どおりか。（蓋に「防火水槽」

の標示があり、エポキシ樹脂等により黄色に

塗装されているか。） 

２ 水槽の構造、寸法等は計画どおりか。 

３ コンクリートに浮きがないか、クラック等

が発生していないか。 

４ 二次製品防火水槽については、各部材の接

合部が完全に止水されているか。 

５ 防水処理は側壁上端まで十分なされている

か（防水処理は樹脂系塗膜防水剤等となって

いるか） 

６ 採水口設備の位置、構造は計画どおりか。 

７ 採水口設備の真空試験を行う。 

８ 水利標識は規格品が計画位置にあるか。 

９ 転落防止措置を講じているか。 

10 その他、使用上の支障はないか。 

警防課長 

及び 

消防署長 

防火水槽 

用地 

１ 用地面積は水槽外壁から１ｍ以上の余地が

確保されているか。 

２ 土被りは計画どおりか（原則１ｍ）。また、

埋戻しは、真砂土等の良質土を用いているか。 

３ 上地、用地柵、用地面積、境界標は計画どお

り施工されているか。 

４ 用地内及び周辺の安全性は確保されている

か。上地の状況によりペンキ等で消防活動用

空地等と明示されているか。 

警防課長 



防火水槽 漏水検査 

１ 事業者により、清水（水道水も可）を水槽内

の有効水量位置まで満たす。 

２ 水張り終了の連絡を受けた検査員は、事業

者の立会いを得て満水状態を確認し、検査を

開始する。また、検査終了時においても事業者

の立会いを得る。 

３ 検査期間は、１週間とする。漏水検査開始

日を含め３日間は連続して実施、その後、開

始日から起算して７日目に実施（検査回数は

４回）し、漏水なし又は漏水が 0.2ｔ未満で止

まれば合格とする。 

４ 漏水が 0.2ｔ未満であっても漏水状態が続

けば、検査期間を延長し、0.2ｔで漏水が止ま

り１週間の安定期間を終えれば合格とする。 

５ 検査期間中漏水量が 0.2ｔに達すれば、た

だちに検査を中止して工事施工者（立会い者

を含む）に通知し、改修を指示すること。 

消防署長 

共通 周辺状況 

１ 街区計画及び通路は、消防車等の進入に十

分な幅員、隅切、勾配が確保されているか。 

２ ホース延長、器材搬送等の消防活動に支障

となる擁壁、崖、工作物はないか。 

 

 

消防署長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第６ 防火水槽移管（引継ぎ）手続き 

 

 

 

水槽用地付 

消防局警防課 

完成検査完了 

様式第９号の 4 

ｙｅｓ 

警防課による現地審査 

防火水槽引受書 

（神戸市長又は消防局

長） 

ｎｏ 

完了公告確認 

様式第９号の２ 

様式第９号 

及び 

様式第９号の 3 


